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2.1 The Utility Function
財の種類が多いほど効用が高まることを反映し、Dixit-Stiglitz 型効



















pixi  Y (2)
また、ai(> 0)を第 i財の１単位の消費に必要な時間の消費量（第 i財
*10財の種類の数と企業数を同じものとして単純化する。







aixi  Tc (3)
消費者は、これら２つの制約を同時に満たすように消費を決定する。
















i=1 Ti  Tc を
Pn
i=1 aixi  Tc と表す。
以下、時間価格がそれぞれ全ての財で同じと仮定することで単純化し
てこの最適化を考えてみる。

































支配力は小さいものと考えて単純化する。すなわち、pi = p;8i を仮定

















































i = pixi   cxi + F (14)






(   1)(Y   F )
c
=





(   1)(1  F=Y ) =
c
(1  F=Y ) (16)










































































時間制約がバインドする条件は、xT < xY より、
0 <
FcTc
Y [a(Y   F )  cTc] + FcTc <  (25)
以上の結果は次のようにまとめられる。
Proposition I-1 
a(n) = aで、Y > F かつ aY  cTc > 0かつ FcTcY [a(Y F ) cTc]+FcTc <
 の場合、
時間制約がバインドし、均衡の解は、
nT = aY cTcaF ;　 x
T = FTcaY cTc ;　 p
T = aYTc となる。 
Proposition I-2 
a(n) = a で、Y > F かつ aY   cTc > 0 かつ  <
FcTc
Y [a(Y F ) cTc]+FcTc の場合、
予算制約がバインドし、均衡の解は、
xY = (Y F )c ;　 p
Y = c(1 F=Y ) ;　 n
Y = +(1 )YF となる。 
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Proposition I-3 
a(n) = aで、Y > F かつ aY   cTc > 0
かつ  = FcTcY [a(Y F ) cTc]+FcTc の場合、
予算制約と時間制約が同時にバインドし、均衡の解は、
xY = xT , pY = pT , nY = nT を満たす。 
2.6.1 Y > F と aY   cTc > 0の意味






所得 Y は、この都市（地域）内の GDPに相当する。また、Y も F も
ある一定期間 Tc における値である。このような Y に対して、高々１企
業の固定費用である F は相当に小さいものと考え、Y > F とするのが
現実的と考えられる。
aY   cTc > 0については、変形すると、c < aYTc = pT となり、企業
の限界利潤が正であることを意味する。時間制約により、価格を引き上
げる余地があることを考えると、これも妥当な仮定と言える。
3 Comparative Statics I
























































a(n) = aで、均衡が時間制約下の (xT ; pT ; nT )の時、
1.  > cTcaY である場合は、可処分時間 Tc の増加により消費者
の効用水準が上昇する。
2.  < cTcaY である場合は、可処分時間 Tc の増加により消費者
の効用水準が低下する。
3.  = cTcaY である場合は、可処分時間 Tc の増加により消費者
の効用水準は変化しない。 
12





























aY   cTc > 0を仮定した時間制約下の均衡 (xT ; pT ; nT )におい
て、可処分所得 Y を増加させると均衡の効用水準 U(xT )は常に増
加する。 
4 Comparative Statics II





















以上の仮定を、時間価格 ai が財の種類の総数 n の増加関数とするこ
とで表す。ai(n)は２回微分可能とする。









































以上の企業数を代入して、xY と xT を比較してみる。時間制約がバ
インドするのは、xY > xT の時なので、次の式が導かれる。
xY =




Y + (Y 2   4FcTc) 12
2 = xT (37)
14




(Y   F )

Y + (Y 2   4FcTc) 12
2 > 0 (38)
Proposition II-1 



































xY = (Y F )c ;　 p
Y = c(1 F=Y ) ;　 n











2 > 0 の場
合、
予算制約と時間制約が同時にバインドし、均衡の解は、
xY = xT , pY = pT , nY = nT を満たす。 
4.2 Tc の変化による均衡での消費者の効用水準の変化 (2)
均衡 (xT ; pT ; nT ) における消費者の効用水準 U(xT ) は次のよう
になる。































Y + (Y 2   4FcTc) 12




















a(n) = n で、Y > F , Y 2 > 4FcTc かつ、均衡が時間制約下の
(xT ; pT ; nT )の時、























可処分時間 Tc の増加により消費者の効用水準は変化しない。 
均衡の条件は a(n) = aの時よりも複雑に見えるが、a = nT を代入
すると同じ形であるとわかる。a(n) = n の時には、生産の固定費用 F
の影響を受ける。




























(Y 2   4FcTc) 12
(45)
ここで、この効果は、の値によって決まる。
  < 12 の時、@U(x
T )
@Y > 0
  > 12 の時、@U(x
T )
@Y < 0











Y [Y+(Y 2 4FcTc) 12 ]
<  < 12　) @U(x
T )
@Tc








: (0 <) < 2FcTc
Y [Y+(Y 2 4FcTc) 12 ]
(< 12 )





: 12 < (< 1)) @U(x
T )
@Tc
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